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722 条 2 項による賠償範囲の公平な調整の問題とは、まったく異なるものとされている。一方で、



































るという「協働過失」構成が採られている。こうした通説の理解は、1961 年 3 月 14 日の連邦通
常裁判所による判例変更（以下、BGH1961 年判決）が大きな影響を与えている。そもそも、自
己危険に基づく行為の概念は、1891 年にウンガーが、危殆化責任を基礎づける意味でこれを用い








ラートの「被害者の承諾」構成という見解に依拠した判決がライヒ裁判所によって 1933 年 6 月
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 本論文は、第 3 章では、そうした通説とは異なり、自己危険に基づく行為の概念を通じた損害
賠償の減免を加害者の保護義務という観点から再整理するドイツの学者、シュトルとシーマンの
見解について検討をすすめる。 

























































年 12 月 19 日の法学研究科会議で任命された 4 名の調査委員（主査 坂東俊矢、副査 寺沢知子、
副査 高嶌英弘、副査 吉永一行）によって行われた。 
学位申請者は 、京都産業大学大学院法学研究科に在籍し、一貫して不法行為法の研究を続けて
きた。2012 年度には「危険認容型好意同乗と過失相殺－連邦通常裁判所 1961 年 3 月 14 日判決
を手がかりとして—」と題する論文で、修士（法律学）の学位を得ている。この論文では、「危険
認容型好意同乗」と呼ぶ不法行為事案の類型について、民法 722 条 2 項の定める過失相殺を適用
することにより賠償額を減額することができるかという問題について、ドイツ法と日本における
下級審裁判例の分析を行っている。申請論文でも重要な位置を占めるドイツ連邦通常裁判所 1961
年 3 月 14 日判決（以下、BGH1961 年判決）についても、こうした観点から検討を加えている。 
その後、博士後期課程に進学し、加害者の不法行為責任の前提とされる義務内容との関係で、
被害者の行為をどのように扱うべきかを自己危険に基づく行為（Handeln auf eigene Gefahr）を
めぐる日独の裁判例の分析を通して、継続的かつ着実に研究してきた。 
その成果は産大法学 52 巻 2 号 143 頁に掲載された申請論文と同名の論文として公開されてい






































 以上の通り、調査委員 4 名は全員一致で、学位申請者神澤真佑佳さんが博士（法律学）の学位
を授与されるに十分な資格を有するものと判断した。 
